






































































































と、20 年前は 1000 人程度であったのが、現在は
その四倍程度にまで膨れ上がっている。
この激甚化ということに関わって、災害の背景
や原因を見極める必要がある。原因を明らかにす
ることは、先に述べた都市災害の定義に関わるこ
とでもあるが、真に安全な社会をつくり上げる方
途を明らかにするうえで欠かせない。この災害激
化の原因では、まず何よりも自然環境の変化があ
る。ゲリラ豪雨の激化は、地球温暖化やヒートア
イランド現象に、山地崩壊や林野火災の増加は、
林業の衰退による山林の荒廃に、関わっている。
次に、社会環境の大きな変化がある。コミュニ
ティが脆弱化している、一人暮らし世帯が増大し
ている、安全軽視の風潮が蔓延しているといった
ことが、先に述べたさまざまなリスクの激甚化を
招いているのである。風呂の溺死事故の増大は一
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人暮らし世帯の増大と、放火火災の増大は失業者
数の増大と、見事なまでに相関している。この原
因でさらに忘れてならないのは、人工環境の疲弊
と脆弱化である。危険物施設のリスク増大の背景
には、その老朽化が深く関わっている。不況の中
で、施設の整備や更新がままならず、事故の多発
を招いている。防災コストや保安要員の削減がは
かられていることも、危険物施設などの災害につ
ながっている。こうした社会的な原因を放置した
まま、いくら人間の意識喚起をはかったところ
で、リスクは減らない。
最後の長期化についても、触れておく。今回の
東日本大震災でも明らかなように、災害事象が
次々と連鎖反応を起こすと、その結果として間接
被害が甚大なものになる。阪神・淡路大震災を見
ても明らかなように、完全に災害の傷がいえる
には 10 年以上の時間が必要となる。これに関し
て「復興災害」という言葉がある。復興の遅れや
復興対策の誤りが、被災者をさらに苦しめること
になり、社会的な二次災害がもたらされるのであ
る。適切なケアがあれば防げたはずの「震災関連
死」などはその最たるものである。経済的なダ
メージが回復できず商店街などが倒産に追い込ま
れるのもそうである。ということで、復興のあり
方や被災者ケアのあり方が厳しく問われる状況に
ある。
このように、災害の動向を冷静かつ客観的に見
ていると、被害を受けるのも被害を起こすのも人
間である、ということを思い知らされる。もっと
も被害を受ける人間と被害を起こす人間とを同一
視してはいけないが……。自然科学と社会科学あ
るいは人文科学を融合した複眼で、災害やそのリ
スクを捉えなければならないのである。
災害の原因で触れることができなかったが、科
学や技術そのものが倫理性や総合性を欠き、人間
の命や生活を守るうえで十分に貢献しきれていな
いことも、災害多発の大きな原因になっているこ
とを忘れてはならない。第二次世界大戦で基礎科
学の責任が問われたように、災害激化の中で応用
科学と社会科学の責任が厳しく問われているので
ある。
3	 都市防災の展開と潮流
都市防災の歴史や系譜についても触れておきた
い。この系譜を、原始時代から今日に至るまでの
マクロな流れと、戦後の混乱から東日本大震災の
被災に至るまでのミクロな流れの両面で、整理し
ておきたい。
災害についての科学的な知識やそれを防ぐ効果
的な技術を持たない古代においては、「祈る」こ
としかできなかった。神のなせる技として「諦め
る」ことも、ある意味では防災対策であったと言
えよう。しかし、建物を建設する技術や都市を造
営する技術を獲得するようになると、自然の形態
などに学び、試行錯誤を繰り返し、そして海外の
知恵を吸収しながら、比較的早い時期に法隆寺の
五重塔などに代表される優れた防災の知恵を獲得
するようになる。しかしそれは、あくまでも点の
防災技術で面の防災技術ではなかったと言える。
面あるいは都市の防災技術としては、「逃げる」
あるいは「避ける」という対応が、中心であった。
遷都は、その一つの表れである。
中世から近世になると、加害事象にも働きかけ
て被害の軽減をはかるようになる。「反らす」あ
るいは「和らげる」といった発想がそれである。
災害の力を和らげる緩衝的な装置によって、被害
の軽減をはかろうとした。強風を避けるために緩
衝林や石垣を配置し、火災の拡大を防ぐために空
地や防火樹を配置し、洪水や高潮に備えるために
防潮林や土手を配置した。堤防について言うと、
武田信玄が考案したと言われる「霞堤」がある。
そこでは、大量の雨が降った時にはそれをすべて
食い止めようとするのではなく、被害があまり起
きないところに意識的に氾濫させて、市街地での
被災を和らげることがめざされている。
近代になって、西洋の文明が入ってくるように
なると、「封じ込める」あるいは「押さえこむ」
といった考え方が主流になる。煉瓦街などで不燃
化をはかり大火を抑制する、強大な堤防を築いて
河川の氾濫を防ぐ、頑丈な構造で地震による倒壊
を封じるといった対応が主流になる。力には力で
というハードな技術によって、災害に向き合うの
である。しかし、このハード中心の対応は、今回
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の東日本大震災でも明らかになったように、想定
を超える外力には無力というか逆効果で、大きな
被害を招きかねない。建物でいうと、柔らかな伝
統工法であれば、家は倒れても人の命は救えたの
に、頑強な構造体であると、倒壊した時にはその
重みに耐えかねて圧死が避けられない。
こうした状況の下で、改めて「逃げる」「反ら
す」「和らげる」といった発想を再評価すること
が、必要となっている。彼我の力関係というか、
破壊力とそれに対応する防御力の関係に応じて、
力任せに対応するのではなく、しなやかに柔らか
に対応することが欠かせないからである。東日本
大震災後に、強調されるようになった減災という
考え方は、技術が未熟な時代に培われてきた防災
の知恵を再評価し、それと現代技術との融合化を
はかって、多難の時代にふさわしい総合的な防災
をめざすものとして位置づけられる。
さて、戦後の都市防災の流れにも言及しておこ
う。戦後の混乱期には、国土も都市も疲弊してい
たこともあって、一方では大規模な風水害、他方
では市街地大火に繰り返し見舞われることにな
る。風水害でいうと、枕崎台風（1945）、カスリー
ン台風（1947）など大規模な被害をもたらす災害
が相次いだ。火災でいうと、飯田大火（1947）、
鳥取大火（1952）など市街地大火が相次いだ。こ
うした中で、風水害に対してはダムや堤防といっ
たハードな公共事業を中心に治山や治水がはから
れて、その被害は大幅に軽減されている。
一方、市街地大火に対しては消防組織の整備と
いったソフトな対策を中心に整備がはかられて、
その被害が大幅に軽減されている。60 年代ごろ
までに、風水害についてはハード中心、火災につ
いてはソフト中心の、わが国の防災対策の基本骨
格が形づくられている。ハードとソフトの違いこ
そあれ、単線型の防災がめざされたということが
できる。
ところが 70 年代頃から、経済の高度成長や都
市の肥大成長の流れの中で、今までになかった新
しい災害が頭をもたげてくることになった。開発
が進んで舗装などによる不浸透域が広がり、下水
道や排水路で降雨を処理できなくなって市街地が
浸水するという、内水氾濫が頻発するようになる
のは、その典型例である。その他にも、大規模な
コンビナート爆発やビル火災などが発生するよう
になっている。
こうしたなかで、ハード中心の風水害対策やソ
フト中心の火災対策では対応できない状況が生ま
れ、単線型の防災から複線型の防災への転換がは
かられる。ハードとソフトの融合が指向されるよ
うになったのである。その代表例が、総合治水対
策である。1977 年の河川審議会の答申で、従来
のハードに加えてソフトを加味する方向が提起さ
れ , 土地利用や避難などのソフトも含めて総合的
に被害の軽減をはかる方向に切り替えようとした。
70 年代以降には、ハードとソフトの融合とい
う動きに加えて、もう一つの大きな変化が都市防
災の世界に起きている。それは、低頻度の巨大
災害に備えようとする動きである。1964 年の河
角博士の「関東大震災 69 年周期説」などが刺激
になって、大震災対策への取り組みが始まったの
である。具体的には、広域避難場所の整備、沿道
の不燃化さらには公共施設の耐震化などの取り組
みが始まっている。しかし笛吹けど踊らずという
か、行政の姿勢の壁や財源の壁もあって遅々とし
て進まず、その結果として阪神・淡路大震災や東
日本大震災での甚大な被害を甘受することになる。
このように見てくると、伝統的な防災手法に学
ぶこと、ハードとソフトを融合すること、巨大災
害に真摯に向き合うことなどが、残された課題と
してこれからの都市防災に突き付けられていると
いえよう。
4	 都市防災の実行管理
さて本論に入ろう。だがあまり紙面が残されて
いない。要点だけを述べるということでお許し願
いたい。さて、阪神・淡路大震災や東日本大震災
は、私たちが直面している現代の災害の多様化や
激甚化には、現在の都市防災の取り組みでは不十
分であることを教えてくれた。現代の都市防災に
は、欠陥があるということである。その欠陥は、
実効性、体系性、科学性、戦略性、協働性のそれ
ぞれが欠落しているという、五つの欠落に要約さ
れる。
実効性の欠落というのは、多大な労力を防災に
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費やしているにもかかわらず、それに見合う効果
が出ていないということである。効果が出ていな
いのは、第一に講じている対策が的外れである、
第二にその実行がいい加減であるからである。的
外れというのは、現代の危機の根源が理解できて
いない、あるいは個々の災害の原因が理解できて
いないため、その根源にメスを入れることができ
ていない、ということである。社会的根源に立ち
向かうことができていない。衰弱していくコミュ
ニティをいかに再生するか、自然を極度に破壊し
てきた乱開発をいかに食い止めるか、経済優先安
全軽視の成長政策をいかに転換するかといった視
野がなければ、場当たり的に対策を講じても効果
が上がらない。
後者のいい加減というのは、絵に描いた餅に
なっているということである。それは、実現不可
能な対策が掲げられているか、対策を実現する努
力が疎かにされているかのどちらかである。何時
までに誰がどのようにして実現するのかが明確に
示されていなければならないし、その実行が適切
に行われているかどうかの点検を疎かにしてはな
らないのである。都市の不燃化をはかる、建物の
耐震化をはかるということを口にすることはたや
すい。がしかし、その実現へのリアリティのある
処方箋を書くことは難しい。わが国では、この目
標管理や実行管理が疎かにされているのである。
地震大火を防ぐということで、早期に実現が可
能な対策は、建物すべてを耐火構造にすることで
も密集市街地の解消をはかることでもないのであ
る。それは ,	炎上火災を少なくすることである。
目標を、炎上火災を減らすことにおかなければな
らない。その上で、その目標を達成する効果的な
方途を探らなければならない。炎上火災をどのよ
うに減らすのかという計画が的外れであったり、
その計画の実行がいい加減であったりすると、目
標は正しくても達成できない。
炎上火災を減らすには、通電火災を 5 年以内
に 1/2 にするという計画を立てることが正しいと
考えられるが、そのためには感震ブレーカーの普
及をはかることが欠かせない。といって、市民向
けにパンフレットを配っているだけでは普及は進
まない。2年後にチェックをして進んでいなけれ
ば、普及の方法を変えなければならない。地震保
険が安くなるといった誘導策と組み合わせる、業
者に設置を法律で義務付けるなど、その普及が目
標どおりに進むまで対策の改善を繰り返さなけれ
ばならない。いずれにしろ、お題目のように「燃
えないまちをつくります」と言っているだけで
は、決して安全にはたどりつけないことを、肝に
銘じておきたい。
5	 減災と対策の総合化
次の体系性の欠落というのは、先に述べたハー
ドとソフトの融合といった対策の総合化がなされ
ていない、ということである。ハードとソフトの
関係だけではなく、事前と事後の関係や行政とコ
ミュニティとの関係などを正しく捉えて、被害軽
減のための総合的な対策のシステムをつくらなけ
ればならない。ところで、事前と事後の関係を見
ると、わが国の場合は予防も復興も疎かにされ
た、応急中心の対策システムが組まれている。市
町村の地域防災計画を見ると、大半のスペースは
応急対策に充てられている。バケツリレーや救助
ロボットが好まれるのも、応急至上主義的な発想
のたまものである。ところが、阪神・淡路大震災
や東日本大震災で学んだように、事前の予防対策
が大切であり、事後の復興対策が欠かせないので
ある。
住宅が倒壊して多くの被災者が出るリスクにつ
いて、この事前と事後の関係を考えておこう。住
宅の防災対策では、応急の救助体制の充実強化に
加えてというかそれ以上に、事前の耐震補強と事
後の再建支援が車の両輪のように欠かせない。耐
震補強は、危険な住宅の補修や補強をはかって、
住宅倒壊による死者の軽減をはかる対策である。
再建支援は、公的な援助によって住宅の再建をス
ムースにする対策である。耐震補強では直接被害
が軽減でき、再建支援では間接被害が軽減でき
る。公衆衛生と緊急治療あるいはリハビリを組み
合わせるように、住宅の被害軽減を総合的には
かっていかなければならない。
この体系化では、大きな公共と小さな公共、都
市空間レベルとコミュニティ空間レベルの融合も
忘れてはならない。わが国では、幹線道路や都市
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公園などの大規模インフラに焦点を当てて防災対
策をとらえがちである。ダムや堤防に頼ろうとす
るのも、大きな公共中心主義の現れである。し
かし、大きな公共だけでは真の安全は確保できな
い。コミュニティの人のつながりが大切なよう
に、路地裏などの小さな公共をよくしなければな
らない。ブロック塀を生け垣に変える、通行の障
害となる路上駐車をなくす、非常時に備え井戸を
再建するといった取り組みが、真の安全には欠か
せない。地域に密着したまちづくり、住民主体の
まちづくりが求められる所以である。
6	 都市防災での科学の責任
科学性の欠落も大きな問題である。人の命を守
るという最も大切な課題に、科学が有効に生かさ
れていないのである。被害想定、リスクマネージ
メント、減災技術開発において、残念なことに科
学は正しく生かされていない。人工衛星が飛ぶ時
代に、市街地大火から命を守る方策としてバケツ
リレーしかないというのは、お粗末である。耐震
補強が進まない原因として、安価で簡便な補強法
がないという技術の壁が指摘されているが、これ
も科学的な介入が遅れていることの反映である。
通電火災の抑制、家具の転倒防止、震災瓦礫の処
理、緊急情報の伝達など、ありとあらゆる面で科
学的な支援が求められているのに、それに応えよ
うとする動きは弱い。
今回の東日本大震災では、想定外ということが
問題になったが、ここにも科学の未熟性が深く関
わっている。自然や社会をそう簡単に理解できな
いので、予知や想定の誤謬や誤差があっても仕方
がないが、科学者の側の力量や努力あるいはモラ
ルの問題もあって、リスクコミュニケーションに
科学が正しく関与しきれていない。ここでも一例
をあげておこう。「耐震補強をすると出火件数が
減る」という誤った見解が、科学者の側からまこ
としやかに流布されている、その結果、政府が定
めた減災戦略の中においても、耐震化をすると火
災も火災による死者も減るといった、間違った方
針が提起されている。家屋の倒壊と火災の発生の
間には、地震動が激しければ倒壊も出火も多くな
るという見かけ上の相関関係があるだけで、因果
関係があるわけではない。それを因果関係とはき
違えて、誤った対策につなげてしまっている。こ
れは、科学というよりも科学者の未熟ゆえの問題
である。
7	 戦略性と協働性の欠如
戦略性の欠如というのは、目標達成に向けての
運動論的なプログラムが欠落している、というこ
とである。ここでは、優先すべき課題をつかむこ
と、段階的なプログラムを持つこと、減災や復興
の主体を育むことが求められる。例えば、学校が
変われば子どもが変わる、子どもが変われば大
人が変わる、大人が変われば地域が変わるといっ
た、大きな視野で、学校とコミュニティの連携を
はかる取り組みや、子どもたちへの防災教育を強
化する取り組みに力を入れることが求められるの
である。暮らしの作法というか日常的な生活文化
の醸成に努めること、市民力の向上というか地域
の民主的な人間関係の醸成に努めること、自然と
の共生というか自然と人間の正しい関係性の醸成
に努めることなどは、戦略的観点から欠かすこと
のできないものである。
今回の東日本大震災の復興では、この戦略性の
なさが大きな混乱を招いている。被災者の心身の
回復と自立を優先し、その自立を待って復興の議
論を始める。被災自治体の支援と再建を優先し、
その余力を確保して復興の展開をはかる。住宅よ
りも産業の再建を優先して、地域社会の自活力を
とりもどす。こうした戦略が求められたのに、結
果はすべてこの逆になってしまっている。被災者
が復興の主体で、その主体が元気になること、そ
のために被災者に寄り添うことが、復興では欠か
せないのである。被災者の力を引きだすことを基
本にした施策の展開と戦略を、予防段階において
も復興段階においても求めたい。
最後の協働性の欠落は、行政と市民の正しい関
係が確立されていない、という問題である。行政
主導の防災から市民参画の防災へと、移行しつつ
あるのは確かである。しかし、地域防災会議のメ
ンバーの中には市民やNPOの代表は入ることが
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できないなど、企画立案あるいは運営段階への市
民の参画は、甚だ限定的である。東日本大震災で
の復興計画の立案では、アンケートなどで市民の
声が聴かれることはあっても、計画立案の主人公
として市民や被災者が加わる場は、ほとんどと
いってよいほどなかった。復興計画は、被災者の
復興への切実な思いを形にするものであるにもか
かわらず、その被災者が計画作成の場から排除さ
れるのは、大きな問題だといえよう。
阪神・淡路大震災以降、「自助、互助、共助、
公助」といったキャッチフレーズで、行政とコ
ミュニティあるいは市民との関係が論じられるよ
うになった。行政だけでも市民だけでも対応でき
ず、地域ぐるみの連携や行政と市民との連携が欠
かせないという、阪神・淡路大震災の教訓を踏ま
えてのことである。ところでこの関係が、権限は
行政が保持したまま、責任だけを市民に押し付け
るものとして、語られる傾向がある。「災害時に
は行政は何もできなくなるので、個々人やコミュ
ニティが頑張らなければならない」「防災は自己
責任が原則で、避難の判断など行政頼みにしては
いけない」といった論調がそうである。ここで忘
れてはいけないのは、国や行政の責任を曖昧にし
てはいけないということである。行政は市民から
の付託を受けており、何よりも権限を持っている
のであるから、市民や被災者を救済し、その思い
を実現するうえでの、大きな行政責任を有してい
ることを忘れてはいけない。
